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１． はじめに 

 

北九州市は、平成８年に、「響灘環黄海圏ハブポ

ート構想」を策定した。世界の工場として、また、

世界最大のマーケットとして発展著しい中国を含む

環黄海地域から発生する北米・欧州向けのコンテナ

貨物等を対象にした中継拠点港を、北九州港の響灘

地区につくろうというものである。我が国の近代港

湾整備が、もっぱら国内の背後圏から発生する貨物

を対象に進められてきたのに対し、本構想は、国際

トランシップ貨物を集貨するという、今までにない

新たな概念を取り入れたものとして注目されている。 
 この環黄海圏ハブポート構想の第１期地区として、

現在整備を進めているのが「ひびきコンテナターミ

ナル」であり、平成１７年春の供用開始を予定して

いる。 
 ターミナルの建設及び運営には、ＰＦＩ（プライ

ベート・ファイナンス・イニシアティブ）を導入し、

事業者を国内外に公募した。その結果、シンガポー

ルのＰＳＡ社を中核出資者とするグループが優先交

渉者として選ばれ、３年間に渡る交渉を経て、本年

１月に、ターミナルの運営会社である「ひびきコン

テナターミナル株式会社」（以下「ＨＣＴ」と呼

ぶ）が設立され、２月には、北九州市とＨＣＴの間

で、事業実施協定が締結された。 
 本稿では、ＨＣＴ設立までの経緯及びひびきコン

テナターミナルＰＦＩ事業の概要についてまとめる

とともに、我が国における本格的なターミナル・オ 
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ペレーターの第１号ともいうべきＨＣＴの集貨・航

路誘致戦略について紹介する。 
 
２．ＨＣＴ設立までの経緯 

 

（１）環黄海圏ハブポート構想発表 

平成７年６月、国の港湾整備の長期政策「大交流

時代を支える港湾」の中で、東京湾、伊勢湾、大阪

湾と並んで「北部九州」が中枢国際港湾として位置

付けられた。これを受けて、平成８年３月、北九州

市は、「響灘環黄海圏ハブポート構想」を策定した。 
 この構想は、コンテナ船の大型化に対応するとと

もに、西日本地域及び環黄海圏地域から発生する北

米・欧州向けコンテナ貨物の中継拠点機能を担う国 
際ハブポートとなることを目指し、北九州港響灘地

区に、水深１５～１６ｍ級の大水深岸壁６バースを

有する高規格なコンテナターミナルを建設するもの

である。 
 響灘地区は、成長著しい中国に近く、今後の北米

航路の主力ルートになると考えられている日本海ル

ート上に位置するという絶好のロケーションにあり、

さらに、コンテナターミナルの背後に２０００ヘク

タールの埋立地を有するなど、ハブポートとしての

好条件を備えている。 
 
（２）募集要項発表・公募開始 
構想の第１期地区となる「ひびきコンテナターミ

ナル」は、水深１５ｍ岸壁２バース、水深１０ｍ岸

壁２バースの合計４バースを有する次世代高規格タ

ーミナルとして、平成９年１２月に着工した。 
 このひびきコンテナターミナルを環黄海圏のハブ

ポートとして機能させるためには、効率的かつ一体

的なコンテナターミナル運営を実現し、対岸の釜山

港に対抗できる国際競争力のある料金とサービスを



提供する必要がある。そのための手法として、ター

ミナルの建設及び運営にＰＦＩを導入し、民間の資

金力、運営ノウハウを最大限に活用するとともに、

ターミナルの運営者を国内外に公募することとし、

平成１２年６月に、応募の条件を定めた募集要項を

発表し、公募を開始した。 
 
（３）優先交渉者選定 
 世界的なターミナル・オペレーターである、ＰＳ

Ａ社（シンガポール）、ＳＳＡ社（米国）、ＩＣＴ

ＳＩ社（フィリピン）の３社を含む７グループから

応募があり、１次、２次の審査の結果、平成１２年

１２月に、ＰＳＡ社を中核出資者とするグループを

優先交渉者として選定した。 
 
（４）ＨＣＴ設立及び事業実施協定締結 
３年間に渡る交渉の結果、本年１月、出資者間に

おいて出資協定が締結され、ひびきコンテナターミ

ナルの運営会社であるＨＣＴが設立された。また、

２月には、北九州市とＨＣＴの間で、２５年間に渡

る事業を実施するに当たっての諸条件を取り決めた

事業実施協定が締結された。 
〈ＨＣＴの概要〉 
① 会社の商号  ひびきコンテナターミナル㈱ 
② 資本金    １０億円 
③ 出資構成   
        ＰＳＡ社           34.0%            ㈱西日本銀行      2.4% 
             ㈱上組           15.3%            ㈱みずほ銀行      2.4% 
             山九㈱                 5.8%            ㈱山口銀行           1.5% 
             日本通運㈱       5.8％   ㈱ゼンリン           1.0% 
             新日本製鐵㈱  5.8%        九州工業㈱           1.0% 
             三井物産㈱       5.8%        ひびき灘開発㈱ 0.9% 
             日鐵運輸㈱   3.1%            東陶機器㈱           0.4% 
             九州電力㈱   2.4%            北九州市          10.0% 
             ㈱福岡銀行       2.4%   
 
３．ひびきコンテナターミナルＰＦＩ事業の概要 

 
（１）公共施設の概要 
  ・ －15ｍ岸壁２バース、－10ｍ岸壁２バース 
  ・ コンテナターミナル用地 約43ヘクタール 
 

（２）事業の形態 
 コンテナターミナルの一体的な運営のみならず、

従来方式では市が行っていたガントリークレーンや

管理棟などの上物施設の整備、維持管理についても、

ＨＣＴに行わせるもの。 
 
 
 
 
 
 
    
 
   
 
    

図－１ 整備分担 

（３）事業期間 
 供用開始から２５年間 
 
（４）公的融資制度 
 ＨＣＴが整備するガントリークレーンや管理棟  

などの上物施設に対しては、無利子及び低利子の公

的融資が用意されている。これは、港湾法及び民間

資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関

する法律（通称「ＰＦＩ法」）に基づく民間事業者

への支援制度で、融資対象施設の整備費に対して最

大８割の融資を行うものである。 
 本事業は、独立採算型のＰＦＩであり、民間事業

者は市場リスクを負う。しかも、唯一の収入源とな

るコンテナ貨物の主なターゲットがトランシップ貨

物であることから、収入予測が非常に難しく、この

ような公的融資制度がなければ、資金調達がネック

となり、応募者ゼロという結果に終わっていたもの

と思われる。 
 
（５） ヤード使用料 
 ひびきコンテナターミナルＰＦＩ事業では、ＰＦ

Ｉ事業者に対し、供用開始から２５年間、ヤードを

専用使用させることとしている。 
    ヤードの専用使用料は、公社ターミナルのリース
料に相当するもので、ターミナルの競争力を大きく
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（凡 例） 

① 国又は北九州市が整備 

② 北九州市が整備 

③ ＨＣＴが整備 

航路・泊地 
①岸 壁

①
防
波
堤 

②ヤード舗装 

②ヤード用地 

③ガントリークレーン 

① 

③
③ 

② 

ヤード内荷役機械 

ヤード照明など 

管理棟、ゲート
ｵﾍ゚ ﾚー ｼｮﾝｼｽﾃﾑ など 



左右する。使用料設定に際しては、ひびきコンテナ

ターミナルがまったく新しい港であり、立ち上げ当

初の事業収支が相当厳しいものとなることが予想さ

れることから、供用開始から一定期間については、

使用料負担が極力軽減されるよう配慮した。 
 また、使用料を定額部分と変動部分とに分け、変

動部分については、コンテナ取扱量に応じた従量制

とし、釜山港との競争を強いられるトランシップ貨

物については、その他の貨物の半額とした。 
 さらに、ボリュームディスカウント制を導入し、

５０万ＴＥＵ／年度以上の取扱に対しては、使用料

を半額とした。 

〈ヤード専用使用料〉 

  ・定額部分 

   当初５４か月   月額  3,333,300円 

   ５５か月目以降  月額 20,000,000円 

 ・変動部分 

 ５０万ＴＥＵ／年度 未満の部分 ５０万ＴＥＵ／年度 以上の部分 

トランシップ貨物 ３００円／ＴＥＵ １５０円／ＴＥＵ 

その他の貨物 ６００円／ＴＥＵ ３００円／ＴＥＵ 

 ＊ 但し，供用開始日の4年後の応答日の属する年度までは、 

 １０万ＴＥＵ／年度以下の部分の使用料は徴収しない。 

 

４．ＨＣＴの集貨・航路誘致戦略 

 

（１） 競争力のある料金とサービスの提供 

 ハブポートを目指すターミナルにとっては、ロケ

ーションが全てであるとまで言われているが、幸い、

ひびきコンテナターミナルは最高のロケーションに

あるので、あとは、いかにして、安い料金と質の高

いサービスを提供するかである。 

 前章で述べたように、ひびきコンテナターミナル

の運営者であるＨＣＴに対しては、公的融資制度や

ヤード使用料の初期減免などの措置が講じられてお

り、加えて、ＨＣＴにおいても徹底的なコスト削減

が行われていることから、釜山港に対抗できる料金

設定が可能となる。 

 また、ターミナル・オペレーターとしてのＰＳＡ

社のノウハウを最大限に活用することで、高度化す

る物流に対応するとともに、顧客である船社や荷主 

のニーズに対応したきめ細かなサービス提供も可能

となる。 

 さらに、タグボート料金や入港料、岸壁使用料と

いった荷役料以外の港費についても、国際競争力の

ある料金提示が可能となるよう準備が進められてい

る。 

 

（２）集貨・航路誘致の基本戦略 

 ＨＣＴは、国際競争力のある料金とサービスをベ

ースに、ＰＳＡ大連、ＰＳＡ仁川、ＰＳＡシンガポ

ール本部とも連携を取りながら、船社や荷主に対し

て、積極的なセールス活動を展開している。 

 ＨＣＴの集貨・航路誘致の基本戦略は、以下のと

おりである。 

① 国内背後圏のローカル貨物をベースにして、基 

  幹航路及び環黄海地域の港とを結ぶ航路を誘致 

  する。 

＊ 基幹航路については、船社の戦略、ニーズを

十分に分析し、特定の船社にターゲットを絞

った上で誘致交渉を行う。対象船社に対して

は、当該航路を利用する荷主を紹介し、寄港

決定に必要となる貨物量を確保する。 

＊ 環黄海地域の港とひびきを結ぶ航路は、ハブ

ポートに必要なフィーダー網となる。 

② ①で誘致した航路に対し、集貨活動を展開する。 

 ＊  貨物が増えれば、寄港便数も増えてくる。 

③ 基幹航路とフィーダー網がセットできた段階で、

トランシップ貨物の集貨を行う。 

＊ 基幹航路を運行する船社、フィーダーを運行

する船社、荷主の３者を結びつける仲介者と

しての役割が重要となる。 

④ ③と並行して、国内地方港とひびきを結ぶ国内

フィーダーサービス網を構築する。 

⑤ 単に貨物を積み替えるだけの港で終わらないよ

うに、背後用地に、加工・集配基地の立地を促

進していく。 
＊ アジアと日本との間での水平分業が益々加速

することが想定されるため、アジアに近接し、

コンテナターミナルの背後に広大な埋立地を

有する響灘地区へのロジステックスセンター

機能の集積が期待される。 

 

（３） 主要マーケットの具体的集貨戦略 



 主要マーケットの具体的な集貨戦略は、以下のと

おりである。 

 

a) 大連／天津マーケット 
 大連コンテナターミナル背後は、日系企業の進出

が相次ぐなど、産業集積が著しく、２００３年のコ

ンテナ取扱量は、対前年比２４％増の１６７万ＴＥ

Ｕであった。また、天津港の取扱も、北京・天津地

域への企業進出に伴い激増しており（約３００万Ｔ

ＥＵ／年）、特に北米向け貨物が大きな伸びを示し

ている。 
 しかし、その一方で、両港とも「黄海深部に位置

しているため、基幹航路の大型船の寄港は、船費と

の関係で適さない」という問題点を抱えている。実

際、両港発の北米向け貨物については、現在７０％

以上が釜山港などで中継されており、船舶の更なる

大型化に伴い、この傾向は今後さらに強まることが

予想される。 
 そこで、大連／天津～ひびき間をフィーダーサー

ビスで結び、大連／天津発着の北米貨物を戦略的に

ひびきに集め、北米本船への積み替えを促進する。

なかでも日系企業に対し、港としての機能に加え、

日中間の水平分業等に伴う、加工・集配基地として

のひびきの魅力をアピールし、集貨を図る。 

大 連 

 

北 京 
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現行のルート 

ひびきルート ひびき 

天 津 

 
 図－２ 大連／天津マーケットからの集貨戦略 

b) グレーターソウルマーケット 
 韓国発着のローカル貨物のうち、約５０％が、ソ

ウル・仁川近隣の貨物であるが、現在、そのほとん

どが、約４００ｋｍ離れた釜山港及び光陽港で揚積 
みされている。 
 一方、仁川～釜山間の内航フィーダーも存在する

が、ⅰ）仁川の現行ターミナルは老朽化のため使い

づらい、ⅱ）コストメリットはあるが、サービス頻

度が低く、輸送時間が長い などの理由により、依

然、陸送が中心である。 
 今年の夏に、ＰＳＡ仁川コンテナターミナルの開

港が予定されており、開港後は、多くの貨物が同コ

ンテナターミナルにシフトすることが想定されるが、

同時に次の問題が残る。 
・潮の干満差（９ｍ）が大きく、大型船舶の常時

寄港が困難 
・（基幹航路上の）戦略的なロケーションにない 
 そこで、仁川とひびきを結ぶシャトルサービスを

開設し、当該マーケット発着の北米・欧州貨物をひ

びきで中継する。 

  

 

ソウル 仁 川 

釜 山 

ひびき 

京 畿 道 

現行のルート 

ひびきルート 

 
 図－３ グレーターソウルマーケットからの集貨戦略 

c)   国内背後圏マーケット 
 内航フィーダー輸送費が割高であるため、現状に

おいては、国内の地方港から、釜山港や高雄港を経

由して、コンテナ貨物が出入りしている。日本海側

の港や瀬戸内海の港とひびきとの間に、コスト競争

力のあるフィーダーサービス網を構築することによ

り、これらコンテナ貨物をひびきへシフトさせる。 

 

５．おわりに 

 

 以上紹介してきたように、ひびきコンテナター 

ミナルは、我が国の港湾の復権を目指して、従来の

概念を超えた新しい形によるターミナルづくりを進

めている。 

 関係者の更なるご支援をいただければ幸いである。 


